
（ ）

　チェック

当初予算＋補正予算に対する
執行額の割合（％）

- 87% 100%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
福島県調べ

東日本大震災復興特別会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
福島復興再生特別措置法

主要政策・施策

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

150

福島イノベーション・コースト
構想に関する浜通り地域に
おける大学等の教育研究拠
点数の増加

実施方法

平成29年度

％

大学等の「復興知」を活用した福島イノベーション・コースト
構想促進事業 担当部局庁 復興庁 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 統括官付参事官(予算・会計担当) 参事官　増田　直樹

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

文教及び科学振興

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

「福島イノベーション・コースト構想」に関する以下の取組に対して補助を行う。（補助率10/10）
・浜通り市町村等の現地をフィールドとし、浜通り市町村等と連携しながら実施する学生の教育プログラム。
・浜通り市町村等と連携しながら現地で実施する、産業振興や人材育成に向けた取組。
・原子力災害からの復興へ向けて、浜通り市町村等と連携しながら現地で実施される環境回復、健康管理、リスクコミュニケーション、地域コミュニティの再生など
の取組。

- -

-

- -

- -

福島イノベーション・コースト
構想に関する浜通り地域に
おける大学等の教育研究拠
点数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

403.3

--

0

平成30年度
事業終了

（予定）年度 令和2年度

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

東日本大震災及び原子力災害により産業の復興・再生に遅れが生じている浜通り地域等において、全国の大学等が組織的に実施する地域の課題解決等に資
する教育研究活動を支援することで、地域コミュニティの再生や人材育成を促進するとともに、このような取組を実施する大学や研究者の交流、ネットワークづくり
を促進し、復興につながる知見の集積を図る。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

-
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） -

令和2年度行政事業レビューシート 復興庁

執行額

0 150 403.3 399.5 0

129.8 403.3

執行率（％） - 87% 100%

-

30

-

-

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- 314

7

22 33

30

110 -

-

-

- -

399.5 -

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

-

年度 年度2

-

2年度当初予算

399.5

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

令和2年度にて事業終了。

3年度要求

事業番号 0046

399.5 -

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

大学改革推進等補助金 -



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

30

-

-

2年度
活動見込

3年度
活動見込

- -

300 -

-

-

目標最終年度

- -- -

-

-

目標値

中間目標

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

-

活動指標

計算式 千円 / 件

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

- 20 28

- 30 200

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

千円

活動実績 -

当初見込み -

30年度 令和元年度

- 200 287

計画開始時

事業採択件数

元年度 2年度

14,404.8

-

-

129,765／20

研究者間連携のためのワークショップへの参加者数
（大学の研究者等）

399,519/30

2年度活動見込

- 6,488

-

年度

- -

目標値 -

-

本事業の成果と取組事項・KPIとの関係

- -
K
P
I

(

第
一
階
層

）
-

成果実績

- -

単位

30年度 令和元年度

-

単位

執行額　／　採択件数

単位当たり
コスト

-

-

-

年度 年度

-

-

-

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

単位

- 7 30

-

30年度

403,333/28

取組
事項

分野： - -

-

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

本事業を通じて、福島の復興に資する「復興知」を有する大学等の学術・研究活動が持続的に行われ、教育研究拠点として根付かせることにより、大学
間、研究者間の相互交流、ネットワークづくりを推進する。

-

- 2
定量的指標

-

ＫＰＩ
（第一階層）

-

平成29年度

年度年度

13,317.3

中間目標 目標年度

平成29年度

平成29年度

実績値 - -

単位

-

施策 4-1 大学などにおける教育研究の質の向上

政策 4　個性が輝く高等教育の振興

測
定
指
標

-

達成度 ％ -

K
P
I

(

第
二
階
層

）

ＫＰＩ
（第二階層）

単位
計画開始時

元年度 2年度
中間目標 目標最終年度

- 年度 - 年度 - 年度

-

成果実績 - - - - - -

目標値 - - - - - -

達成度 ％ - - - - -

新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
改
革
工
程
表
 
2
0
1
9



-

事業番号 事業名所管府省名

○

補助金を交付する際には、事業経費の費目・使途の内容につ
いて厳正に確認するなど、資金の流れを適切に確認している。

国としても福島復興再生特別措置法に基づく「重点推進計画」
の取組の推進に向けて、高度な人材の長期的な教育・育成の
基盤構築等の必要な施策を講ずることが求められている。

○

評　価項　　目

福島イノベーション・コースト構想において、全国の大学が有す
る「復興知」を活用し、学術・研究活動を通して、地域の再生及
び構想を担う人材の育成を図るものであり、国民や社会の
ニーズを的確に反映している。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

支出先の選定については、より詳細に事業計画を精査するなど、効果的かつ低コストで実効性の高い執行に努めるものとする。

本事業は、地域の課題解決等に資する教育研究活動を支援することで、地域コミュニティの再生や人材育成を促進し、復興に繋げていくものであ
る。事業を実施するに当たっては、単位あたりのコストを削減するなど効率的な執行に努めつつ、事業の効果が最大限得られるように取り組んでい
く必要がある。

○

‐

本事業による成果物等については、HPへの掲載等を通じて活
用の促進を図っている。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

-

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果的
あるいは低コストで実施できているか。

国公私立の大学、短期大学、高等専門学校を通じた競争的環
境の下で選定した事業であり、効果的に実施している。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役割
分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

支出先の選定に当たっては、十分な公告期間を確保した上で
公募を行い、その妥当性や競争性を確保している。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

無

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

福島県の復興に資するものであり、国として実施すべき優先
度の高い事業である。

補助金を交付する際には、事業経費の費目・使途の内容につ
いて厳正に確認するなど、妥当なコスト等の水準かを適切に
確認している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

各大学から提出された実績報告書等において、支出先・使途
を把握し、補助金の使用状況、事業目的との整合性、コスト水
準等について確認を行っている。

浜通り地域等における地域コミュニティの再生及び人材育成と
いう事業目的に対して、浜通り地域等における大学の教育研
究拠点の増加を設定しており、着実に成果目標を達成してい
る。

○

補助金を交付する際には、事業経費の費目・使途の内容につ
いて厳正に確認することで、事業目的に即した真に必要なも
のに限定している。

改善の
方向性

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

各大学等の事業は着実に進捗し、成果も表れている。また、
ワークショップにより、県内外の大学等を始めとする高等教育
機関の研究者の浜通り地域での活動を広く共有することがで
きた。

○

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い事
業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

補助金を交付する際には、事業経費の費目・使途の内容につ
いて厳正に確認するなど、妥当な負担関係かを適切に確認し
ている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

なお、金額は単位未満を四捨五入して記載していることから、合計が一致しない場合がある。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

対象外

当該事業は当初計画どおり令和２年度をもって終了とする。

関連する過去のレビューシートの事業番号

予
定
通
り

終
了

計画どおり、令和２年度で終了予定。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

終
了
予
定

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成31年度 復興庁 0049

平成30年度 復興庁（新30-0005）

平成29年度 復興庁（新30-0005）

- 平成25年度 -

平成26年度 - 平成27年度 - 平成28年度 -

平成22年度 - 平成23年度 - 平成24年度

文部科学省
403.3百万円

福島イノベーション・コースト構想の観点から、福島の復興
に資する「知」（復興知）に関する学術・研究活動を行う大
学等への支援を通じて、大学間、研究者間の相互交流、
ネットワークづくりを推進する

福島県
403.3百万円

【補助金等交付】

公益財団法人福島イノベーション・

コースト構想推進機構
403.3百万円

福島の復興に資する「知」（復興知）に関する学術・研究活

動を行う大学等への支援を通じて、大学間、研究者間の

相互交流、ネットワークづくりを推進

Ａ

Ｂ

浜通り地域等において福島の復興に資する「知」（復興
知）に関する学術・研究活動を実施

大学等（18大学等28プログラム）
380百万円

公募

Ｃ

【補助金等交付】間接補助

復興庁
403.3百万円

文部科学省へ移し替え



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

チェック

福島県

380

A.福島県

旅費 国内旅費

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。費目と使途の
双方で実情が分
かるように記載）

賃借料、委託費（外注費）　等

物品費 消耗品費、燃料費

3.2

金　額
(百万円）

事業実施大学等への交付

人件費

使　途

補助金

その他 5.4

13.5

B.公益財団法人福島イノベーション・コースト構想推進機構

金　額
(百万円）

403.3

給与、非常勤嘱託職員賃金　等

1.2

費　目 使　途

計 403.3 計 403.3

その他
資料・機材移設費、カーリース、宿泊施設借
り上げ　等

8.8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

補助金事業管理団体への交付

費　目

C.国立大学法人東京大学 D.

費　目 使　途

2.8

設備備品費 等温装置、安全キャビネット、顕微鏡　等 5.1

人件費 学術支援専門職員・技術補助員賃金、謝金 3.7

旅費 海外旅費、国内旅費 3.1

物品費 実習用消耗品、什器　等

一般管理費 一般管理費 0.5

計 24 計 0

1

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

補助金等交付

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

- -

法　人　番　号

7000020070009 403.3

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

福島の復興に資する「知」
（復興知）に関する学術・研
究活動を行う大学等への支
援を通じて、大学間、研究
者間の相互交流、ネット
ワークづくりを推進する。

-1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

公益財団法人福島イ
ノベーション・コースト
構想推進機構

3380005011893

福島の復興に資する「知」
（復興知）に関する学術・研
究活動を行う大学等への支
援を通じて、大学間、研究
者間の相互交流、ネット
ワークづくりを推進する。

403.3 補助金等交付 - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要



C

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

チェック

国立大学法人
東京農工大学

1012405001281
営農再開地域における先進
的なオーガニック作物生産
技術の開発

16 補助金等交付 - - -

学校法人
日本大学

5010005002382
住民と学生の協働による「ロ
ハスビレッジかつらお」復興
まちづくり

15 補助金等交付 - - -

独立行政法人国立高
等専門学校機構
福島工業高等専門学
校

8010105000820
廃炉ロボット技術のドローン
農業応用に係る研究および
教育

12 補助金等交付 - - -

国立大学法人
長崎大学

3310005001777
災害・被ばく医療科学分野
の人材育成による知の交流
拠点構築事業

16 補助金等交付 - - -

国立大学法人
弘前大学

4420005005394
浪江町をフィールドとした放
射線研究・教育プログラム

18 補助金等交付 - - -

国立大学法人
福島大学

1380005002234
福島県浜通り産米の「食と
農の特性」の明確化と地域・
食育振興

9 補助金等交付 - - -

国立大学法人
東北大学

7370005002147
モビリティ・イノベーション社
会実装・産業創生国際拠点
の構築

14 補助金等交付 - - -

国立大学法人
東北大学

7370005002147
東北大学の復興知を活かす
葛尾村の創造的復興

11 補助金等交付 - - -

国立大学法人
東京大学

5010005007398
飯舘村における農業再生と
風評被害払拭のための教
育研究プログラム

16 補助金等交付 - - -

国立大学法人
東京大学

5010005007398
ドローン産業振興及び人材
育成プロジェクト

11 補助金等交付 - - -

学校法人
東京農業大学

8010905000771

東京農大福島イノベーショ
ン・コースト研究プロジェクト
～大学の専門的知見をフル
活用した浜通り地方の復興
から地域創生へのシームレ
スな支援モデル構築

14 補助金等交付 - - -

国立大学法人
東京大学

5010005007398
楢葉町を起点とした「復興
知」の展開

20 補助金等交付 - - -

国立大学法人
東京大学

5010005007398
「環境エネルギーまちづく
り」を通じた地域社会イノ
ベーション

20 補助金等交付 - - -
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一者応札・一者応募又は
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（支出額10億円以上）

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

3

4

1

2

国立大学法人
東京大学

5010005007398
福島復興知学の構築・展
開・加速事業

24 補助金等交付 - - -

7

8

5

6

国立大学法人
東京大学

5010005007398
CENTER for Wind Energy
（Phase-Ⅱ）

11 補助金等交付 - - -

11

12

9

10

国立大学法人
福島大学

1380005002234
福島発「復興知」の総合化
による食と農の教育研究拠
点の構築

20 補助金等交付 - - -

学校法人
東京農業大学

8010905000771
福島県浪江町における農
業”新興”に向けた取り組み
～担い手育成に向けて～

18 補助金等交付 - - -

15

16

13

14

独立行政法人国立高
等専門学校機構
福島工業高等専門学
校

8010105000820
広野町における未利用資源
の探索と資源化　みかんプ
ロジェクト

12 補助金等交付 - - -

19

20

17

18

学校法人
早稲田大学

5011105000953
早稲田大学ふくしま広野未
来創造リサーチセンター事
業

19 補助金等交付 - - -

国立大学法人
長崎大学

3310005001777
富岡町におけるイノシシ中
の放射性物質濃度評価

6 補助金等交付 - - -
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